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Ⅰ はじめに 

１．統一的な基準による地方公会計制度導入の背景 

従来の地方公共団体の財政指標は、経常収支比率など現金収支にかかる情報が中心でした。

そのような中で、平成12年4月1日に「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関す

る法律（地方分権一括法）」が施行され、地方分権の加速と歩調を合わせ、地方公共団体は

既存の財政指標だけでなく、資産や負債などの情報やコストを意識し、財政状況を総合的か

つ長期的に把握するために企業会計的手法の導入が必要とされるようになってきました。 

そこで総務省（旧自治省）は、「地方公共団体の総合的な財政分析に関する調査研究会報

告書」を公表し、自治体の貸借対照表（バランスシート）の統一的な作成方法を明らかにし

ました。（この報告書に基づく財務書類の作成方法を「旧総務省モデル」と呼びます。） 

これを受けて福崎町でも、旧総務省モデルに基づき、平成11年度から作成・公表をしてい

ます。 

その後、平成17年12月に閣議決定された「行政改革の重要方針」においては、政府資産・

債務改革に取り組むとともに、地方においても国と同様に資産・債務改革に積極的に取り組

むこととされ、平成18年8月の総務省通知「地方公共団体における行政改革の更なる推進のた

めの指針」において地方公会計改革として、発生主義・複式簿記の考え方を取り入れた公会

計の整備方針が示されました。 

そして、平成19年10月の総務省自治財政局長通知「公会計の整備推進について」では、地

方公共団体においては「新地方公会計制度研究会報告書」等を活用して「貸借対照表」、「行

政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」の財務書類４表を作成し、

公表することとされたことを踏まえ、「総務省方式改訂モデル」を用いて、平成21年度決算

から財務書類４表を作成・公表しています。 

さらに、平成27年1月の総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進について」

で、「統一的な基準による地方公会計マニュアル」を参考とした「統一的な基準による財務

書類等」を原則として平成27年度から平成29年度までの３年間で全ての地方公共団体におい

て作成し、固定資産台帳も合わせて整備するよう方針が示されたため、福崎町でも平成28年

度決算から「統一的な基準による地方公会計」を用いて、財務書類４表を作成・公表するこ

ととしました。 
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２．統一的な基準による地方公会計制度導入の効果 

 統一的な基準による財務書類等を作成・公表する効果として、 

１ 透明性の向上、説明責任の履行 

   企業会計に準じた財務諸表を作成することで、資産や負債といったストック情報や減

価償却費といった現金収支を伴わない費用の情報が明らかになり、行政運営の結果を詳

しくお知らせすることができます。 

２ 財政指標の設定 

   貸借対照表や固定資産台帳を活用し、資産老朽化比率を算出することにより、老朽化

対策の優先順位を検討する参考資料となります。 

   また、資産形成に係る指標だけでなく、世代間公平性や持続可能性（健全性）、効率

性、弾力性、自律性等の指標を設定することによって、より多角的な視点からの分析を

行うことが可能となります。 

３ 適切な資産管理 

   固定資産台帳の情報を活用することにより、一定の条件下で将来の施設更新必要額を

推計することができ、公共施設等の老朽化対策の課題を広く住民や議会と共有すること

ができます。  

また、売却可能資産の把握により、資産の売却・活用を促進させることができます。 

３．財務書類４表の構成と目的 

名  称 目   的 
貸借対照表 
（BS：Balance Sheet） 

基準日における資産、負債及び純資産の状態を明らかにしま

す。 
行政コスト計算書 
（ PL ： Profit and Loss 
statement） 

１年間の行政活動に伴う費用と、その財源としての収入及び

収支差額を表示し、住民等の負担と受益のバランスを明らか

にします。 
純資産変動計算書 
（NW：Net Worth statement） 

貸借対照表における純資産の１年間の変動状況を明らかにし

ます。 
資金収支計算書 
（CF：Cash Flow statement ） 

１年間の活動区分ごとの資金収支状況を表示し、現金（キャ

ッシュ）がどのように増減したかを明らかにします。 

４．財務書類４表の関係 
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Ⅱ 一般会計等財務書類 

１.作成の基本的前提 

１ 財務書類の作成基礎 

「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資産変動計算書」、「資金収支計算書」

は総務省「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づいて作成しています。 

２ 対象会計範囲 

一般会計等（介護施設分を含む。）を対象としています。 

３ 対象年度 

対象年度は令和５年度で令和6年3月31日を作成基準日としています。なお、出納整理期

間における出納については、当会計年度に係る出納整理期間（令和6年4月1日～令和6年5

月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい

ます。 

４ 減価償却 

⑴ 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

 イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

  ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

   ※土地については、平成 28 年 4 月 1 日で評価計算しています。有形固定資産の内、用地調書、決

算報告書等で確認できるものは全て取得価額を登録しています。 

    物品については、取得価額が 50 万円以上、リース資産（ファイナンスリース）については、リ

ース料総額が 300 万円を超えるものを登録しています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

⑵ 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物    6 年～50年 

  工作物   3 年～60年 

  物品    4 年～11年 
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２．貸借対照表の説明 【㊖P1 貸借対照表 P2 住民1人当たり】 

貸借対照表は、会計年度末（基準日）時点で、地方公共団体がどのような資産を保有して

いるのかと（資産保有状況）、その資産がどのような財源でまかなわれているのかを（財源

調達状況）対照表示した財務書類です。貸借対照表により、基準日時点における地方公共団

体の財政状態（資産・負債・純資産といったストック項目の残高）が明らかにされます。 

「資産」は、①将来の資金流入をもたらすもの、②将来の行政サービス提供能力を有する

ものに整理されます。 

「負債」とは、将来、債権者に対する支払や返済により地方公共団体から資金流出をもた

らすものであり、地方債がその主たる項目です。 

また、「純資産」は、資産と負債の差額であり、固定資産等形成分と余剰分（不足分）に

分けられます。 

 

〔資産の部〕 

福崎町が有する資産を金額化したもので、資産合計は429億8,264万3千円となっています。

前年度に比べ6億1,503万9千円減少しています。 

１ 固定資産〔415億1,572万8千円：前年度比△3億1,285万4千円〕 

（1） 有形固定資産（392億3,668万9千円：前年度比△4億2,912万円）【㊖P7 附属明細書(1)資産項

目の明細①有形固定資産の明細、②有形固定資産の行政目的別明細】 

有形固定資産は、「事業用資産」、「インフラ資産」及び「物品」に分類して計上

しています。「事業用資産」は、インフラ資産及び物品以外の有形固定資産をいいま

す。「インフラ資産」は、「土地」、「建物」、「工作物」及び「建設仮勘定」に分

類して計上しています。 

前年度に比べ4億2,912万円減少しているのは、減価償却の進行により12億4千万円程

度減少した一方で、事業用資産の建物が福崎・八千種・高岡小学校トイレ改修工事等

により3億4,815万5千円増加、工作物が福崎浄化センター修景施設公園施設整備工事等

で2,171万3千円増加、インフラ資産の土地が町道福崎駅田原線用地購入等で1億1,850

万6千円増加、工作物が道路改修等で2億5,164万6千円増加、建設仮勘定が町道千束新

町線用地購入等で5,332万円増加したためです。 

㊖P7 附属明細書②有形固定資産の行政目的別明細を見ますと、生活インフラ・国土

保全が最も多く、全体の56.2％を占めています。これは、福崎町が今までに道路整備

等に重点を置いてきたことを意味しています。 

 

２ 投資その他の資産〔22億7,903万9千円：前年度比＋1億1,626万6千円〕 

（1）投資及び出資金（10億6,002万6千円：前年度比＋1億840万円） 

【㊖P8 ③投資及び出資金の明細】 

公営企業会計や外郭団体への出資金等です。主な内訳は、水道事業会計が6億2,370

万円、下水道事業会計が3億8,889万3千円、㈱もちむぎ食品センター1,555万円、兵庫

県信用保証協会1,487万2千円などとなっています。 

前年度に比べ1億840万円増加しているのは、水道・下水道事業会計出資金が増加し

たためです。 

 （2）投資損失引当金（△1,469万4千円）【㊖P8 ③投資及び出資金の明細】 

    出資金等の内、実質価額が出資金額を下回っているものを計上しています。㈱もち
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むぎ食品センターが該当します。 

（3）長期延滞債権（5,592万7千円：前年度比△40万5千円） 

【㊖P11 ⑥長期延滞債権の明細】 

納付期限や回収期限から１年以上経過しているにもかかわらず、収入されていない

町税や公営住宅使用料、給食費などの債権を計上しています。 

長期滞納債権の回収が進んだため、前年度に比べ40万5千円減少しています。 

（4）長期貸付金（1億3,532万7千円：前年度比△4,000万1千円）【㊖P10 ⑤貸付金の明細】 

もちむぎ食品センター再建貸付金5,000万円とJR播但線電化・高速化整備事業貸付金

8,532万7千円で、返済期限が未到来のものです。 

前年度に比べ4,000万1千円減少しているのは、もちむぎ食品センター再建貸付金の

回収が進んだのが要因です。 

返済期限が到来しているにもかかわらず回収されていない貸付金は、「未収金」又

は「長期延滞債権」に計上しています。 

（5）基金（10億4,680万6千円：前年度比＋1,123万2千円）【㊖P9 ④基金の明細】 

基金のうち、目的があって積立てているものを計上しています。主なものでは、福

祉基金やふるさと応援基金などがあります。また、土地開発基金は、土地と現金の合

計額を計上しています。 

前年度に比べ1,123万2千円増加しているのは、福祉基金が956万4千円減少、農業農

村活性化基金が363万3千円減少、大規模開発区域環境保全基金が277万6千円減少、ふ

るさと応援基金が3,051万8千円増加、森林環境譲与税基金が101万2千円増加、企業版

ふるさと納税基金が180万円増加、交通安全対策基金が347万7千円減少したのが主な要

因です。 

（6）徴収不能引当金（△435万3千円：前年度比△18万4千円） 

【㊖P11 ⑥長期延滞債権の明細】 

貸付金及び長期延滞債権のうち、徴収不能となることが見込まれる金額を、過去５

年間の不納欠損実績率を基に算定し、マイナス値で計上しています。 

長期滞納債権の回収が進んだため、前年度に比べ18万4千円減少しています。 

 

３ 流動資産〔14億6,691万5千円：前年度比△3億218万5千円〕 

（1）現金預金（1億4,972万2千円：前年度比△4,387万6千円） 

令和6年3月末時点で手元にある現金（歳計現金・歳計外現金）の合計です。なお、

歳計外現金(1,845万7千円)は、負債の部、流動負債の「預り金」にも計上しています。

国県等補助金など歳入、前年度繰越金の減少により、前年度に比べ4,387万6千円減少

しています。 

 

(2）未収金（2,088万2千円：前年度比＋42万8千円）【㊖P11 ⑦未収金の明細】 

町税や使用料などの収入未済額のうち、令和5年度調定分にかかるものについて計上し

ています。1年を超えて回収されていないものは、「長期延滞債権」として投資その他の

資産に計上しています。また、長期延滞債権と同様に徴収不能となることが見込まれる

額については、徴収不能引当金(△84万8千円)として計上しています。 

  

（3）基金（12億9,715万9千円：前年度比△2億5,870万円）【㊖P9 ④基金の明細】 

   将来の収支不足や投資事業に備える基金である財政調整基金の令和5年度末残高を計
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上しています。令和5年度は財政調整基金及び減債基金を取り崩したため、前年度に比べ

2億5,870万円減少しています。 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

貸借対照表の資産の部を前年度と比較すると、事業用資産が福崎・八千種・高岡小学校ト

イレ改修等により3億7,167万4千円増加、インフラ資産も道路改修等により4億2,347万2千円

増加していますが、減価償却累計額が12億4,423万3千円増加しており、有形固定資産全体で

は4億2,912万円の減少となっています。 

投資その他の資産は、長期延滞債権(△40万5千円)及び長期貸付金(△400万1千円)は減少し

ていますが、出資金が水道・下水道事業会計出資金の増により1億840万円増加、その他基金

がふるさと応援基金の増等により1,123万2千円増加したため、投資その他の資産全体では1

億1,626万6千円の増加となっています。 

流動資産は、単年度収支の赤字による歳計現金の減により現金預金が4,387万6千円減少、

基金が財政調整基金と減債基金を取り崩したことにより2億5,870万円減少したため、流動資

産全体では3億218万5千円の減少となっています。 

 

〔負債の部〕 

負債合計は113億3,874万1千円となっています。 

１ 固定負債〔101億9,563万7千円：前年度比△4億4,737万2千円〕 

（1）地方債（92億9,431万6千円：前年度比△4億3,354万2千円） 

地方債残高103億233万7千円のうち、令和7年度以降に償還予定である金額を計上し

ています。令和6年度に償還予定の10億802万1千円は流動負債の１年内償還予定地方債

に計上しています。 

 

（2）退職手当引当金（9億132万1千円：前年度比△1,383万円） 

【㊖P14 ⑤引当金の明細】 

年度末において、在籍する全職員が自己都合により退職するものと仮定した場合に

支給すべき退職手当の額から翌年度支払予定退職手当の額を除いた額を退職手当引当

金として計上しますが、退職手当組合加入団体は、財政健全化法の算定における退職

手当支給予定額に係る負担見込額を用いることが認められています。当町は退職手当

組合に加入していますので、健全化判断比率の退職手当負担見込額（退職手当支給予

定額に組合積立不足額を加算した額）を計上しています。 
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退職による職員の入替等により、前年度に比べ1,383万円減少しています。 

 

２ 流動負債〔11億4,310万4千円：前年度比△3,065万4千円〕 

（1）翌年度償還予定地方債（10億802万1千円：前年度比△4,110万6千円） 

令和6年度に支払う地方債の元金償還金予定額を計上しています。 

給食センター整備事業(＋312万3千円)、減収補塡債(＋268万1千円)、上水道事業出

資債(＋254万3千円)に係る地方債が増加した一方で、臨時財政対策債（△1,926万3千

円）、道路橋りょう整備事業(△2,359万7千円)、田尻団地整備事業(△322万4千円)、

減税補塡債(△226万円)、消防ポンプ車等整備事業（△201万9千円）に係る地方債の減

少等で、前年度に比べ4,110万6千円減少しています。 

（2）賞与等引当金（1億1,662万5千円：前年度比＋570万7千円）【㊖P14 ⑤引当金の明細】 

翌年度6月支給予定の期末勤勉手当及びそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分(12月から3月までの4か月分)を計

上しています。令和６年度期末勤勉手当の増加により、前年度に比べ570万7千円増加

しています。 

 （3）預り金〔1,845万8千円：前年度比＋474万5千円〕 

    預り金は、歳計外現金の令和5年度末残高を計上しています。 

  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

  貸借対照表の負債の部を前年度と比較すると、固定負債は、地方債が4億3,354万2千円減

少、職員の入替等により退職手当引当金が1,383万円減少しているため、固定負債全体では

4億4,737万2千円の減少となっています。流動負債は、一般公共事業債の減少等により令和

6年度に償還する1年内償還予定地方債が4,110万6千円減少、賞与引当金が570万7千円増加、

預り金が474万5千円増加しているため、流動負債全体では3,065万4千円の減少となってい

ます。 

 

〔資産の部〕 

資産から負債を引いた額が純資産で、316億4,390万2千円となっています。前年度に比べ

1億3,701万3千円減少しています。負債が将来世代の負担であるのに対し、純資産は今まで

の世代が負担してきた額といえます。 

 

１ 固定資産等形成分〔427億6,131万3千円：前年度比△5億7,133万3千円〕 

固定資産等形成分は、資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭

以外の形態（固定資産等）で保有されます。言い換えれば、地方公共団体が調達した資
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金を充当して資産形成を行った場合、その資産の残高（減価償却累計額の控除後）を意

味します。 

財政調整基金の減少等のため、前年度に比べ5億7,133万3千円減少しています。 

 

２ 余剰分（不足分）〔△111億1,741万1千円：前年度比＋4億3,432万円〕 

余剰分（不足分）は、地方公共団体の消費可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭

の形態で保有されます。 

地方債の減による負債の減少等により、前年度に比べ4億3,432万円増加しています。 

 

３．行政コスト計算書の説明【㊖P3 行政コスト計算書 ㊖P4 住民1人当たり】 

行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政活動に

係る費用（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のある使用料・手数料などの収

益（経常的な収益）を対比させた財務書類です。これにより、その差額として、地方公共団

体の一会計期間中の行政活動のうち、資産形成に結びつかない経常的な活動について税収等

でまかなうべき行政コスト（純行政コスト）が明らかにされます。 

行政コストは、性質別で表示しています。経常費用は、毎会計年度、経常的に発生するも

のをいい、「業務費用」及び「移転費用」に分類しています。業務費用は、「人件費」、「物

件費等」及び「その他の業務費用」に分類して計上しています。「移転費用」は、「補助金

等」、「社会保障給付」、「他会計への繰出金」及び「その他」に分類して計上しています。

補助金や負担金などを通じて町以外の主体に移転して最終的な効果が発生するコストのこと

です。 

令和5年度の福崎町の経常費用は82億5,787万7千円でした。これに対する経常収益は3億

4,388万2千円で、費用に対する収益の割合は4.2％となっています。 

経常費用は補助費等の新型コロナウイルス感染症対応事業の終了等により、前年度に比べ

1,773万9千円の減少となっています。 

経常費用に臨時損失を含め、経常収益・臨時利益を差し引いた純行政コストは79億1,291

万円となっており、この額が町税や交付金、補助金などで賄われていることになります。 

前年度に比べ179万9千円減少しています。 

 

１ 性質別のコスト比較 

性質別にみると、医療費などの社会保障給付や他会計等への支出額といった「移転支

出的なコスト」が40億3,993万8千円で経常費用の48.9％を占めています。他会計等への

支出額は、下水道事業や、国民健康保険、介護保険などが主な支出先です。 

ついで、物件費や時の経過による固定資産の価値の減少分を表す減価償却費など「物

にかかるコスト」が26億6,011万7千円で32.2％、人件費など「人にかかるコスト」が14

億9,870万7千円で18.1％を占めています。なお「人件費」は、「職員給与費」、「賞与

等引当金繰入額」、「退職手当引当金繰入額」及び「その他」に分類しています。「職

員給与費」は、職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費用をいいます。「賞

与等引当金繰入額」は、翌年度に支払うことが予定されている期末手当及び勤勉手当の

うち、当年度の負担相当額を計上しています。 
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４．純資産変動計算書の説明【㊖P5 純資産変動計算書】 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、１年間でどの

ように変動したかを表す財務書類です。 

純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税などの一般財源、国県支出金などの特

定財源が純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算書で算出された経常費用（純

行政コスト）が純資産の減少要因として計上されることなどを通じて、１年間の純資産総額

の変動が明らかにされます。 

令和5年度末の純資産は316億4,390万2千円で、１年間で1億3,701万3千円減少しています。

これは、純行政コスト(79億1,291万円)がその財源である税収等や国県等補助金(76億9,210

万4千円)を上回ったことによるものです。 

今後も、経常的経費の見直しなどにより純行政コストの削減を行うとともに、一般財源の

確保に努め、純資産残高が減少することのないよう努力していく必要があります。 

 

１ 純行政コスト〔△79億1,291万円：前年度比△179万9千円〕 

純行政コストは、行政コスト計算書の「純行政コスト」欄の数値がそのまま計上され

ます。また、純資産変動計算書の各表示部分（固定資産等形成分及び余剰分（不足分））

の収支尻は、貸借対照表の純資産の部の各表示区分（固定資産等形成分及び余剰分（不

足分））と、純資産変動計算書の合計の収支尻は、貸借対照表の純資産合計と連動しま

す。純行政コストは純資産を消費する（減らす）ものですので、マイナスで表記します。 

 

２ 財源〔76億9,210万4千円：前年度比＋2,290万円〕 

「財源」は、「税収等」及び「国県等補助金」に分類して計上しています。町税や地

方交付税のほか、一般財源として収入した各交付金や繰入金及び国や県から受け入れた

補助金の額を計上しています。前年度に比べ2,290万円増加しているのは、価格高騰緊急

支援給付金給付事業費補助金等の減少により国県等補助金が9,756万2千円減少した一方

で、普通交付税の増加等により税収等が1億2,046万2千円増加したためです。 

 

３ 固定資産等の変動（内部変動）〔△6億5,512万6千円：前年度比＋4,316万5千円〕 

固定資産等の変動（内部変動）は、「有形固定資産等の増加」、「有形固定資産等の

減少」、「貸付金・基金等の増加」及び「貸付金・基金等の減少」に分類して計上して

います。 

有形固定資産等の増加（7億6,902万8千円：前年度比＋7,454万3千円）は、有形固定資

産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加額または有形固定資産及び無形固定資

産の形成のために支出（または支出が確定）した金額をいいます。 

有形固定資産等の減少（△12億8,108万6千円：前年度比△627万6千円）は、有形固定

資産及び無形固定資産の減価償却費相当額及び除売却による減少額等をいいます。 

本年度は、減少資産が多かったこと等により、前年度に比べ627万6千円減少額が増加

しています。 

貸付金・基金等の増加（2億3,663万4千円：前年度比＋1億1,651万6千円）は、貸付金・

基金等の形成による保有資産の増加額または新たな貸付金・基金等のために支出した金

額をいいます。その他の基金、上水道・下水道事業会計出資金の増加等により、前年度

に比べ1億1,651万6千円増加しています。 
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貸付金・基金等の減少（△3億7,970万2千円：前年度比△1億4,161万8千円）は、貸付

金の償還及び基金の取崩等による減少額または貸付金の償還収入及び基金の取崩収入相

当額等をいいます。 

  令和5年度は、財政調整基金及び減債基金の取崩しが多かったため、前年度に比べ1億

4,161万8千円減少額が増加しています。 

 

４ 資産評価差額 

資産評価差額は、有価証券等の評価差額をいいます。令和5年度は該当ありません。 

 

５ 無償所管換等 

無償所管換等は、無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等をいいます。令和5

年度は宅地開発による帰属に伴う無償所管換による取得等により8,379万3千円増加しま

した。 

  

６ その他 

   その他は、上記以外の純資産及びその内部構成の変動をいいます。 

 

５．資金収支計算書の説明【㊖P6 資金収支計算書】 

資金収支計算書は、地方公共団体の資金収支の状態、すなわち地方公共団体の内部の活動

に伴う資金利用状況及び資金獲得能力を明らかにすることを目的としており、一会計期間に

おける、地方公共団体の行政活動に伴う現金等の資金の流れを性質の異なる三つの活動に分

けて表示しています。３つの活動区分は、「業務活動収支」、「投資活動収支」及び「財務

活動収支」です。資金収支計算書の収支尻（本年度末資金残高）に本年度歳計外現金残高を

加えたもの（本年度末現金預金残高）は、貸借対照表の資産の部の流動資産「現金預金」と

一致します。 

 

１ 業務活動収支〔8億8,391万1千円：前年度比△7,926万2千円〕 

業務活動収支は、税収、施設使用料、国県等補助金などの収受、人件費や物品の購入、

施設の維持管理費などのうち、投資活動・財務活動以外の取引による経常的に行われる

行政活動から発生する資金の収支状況を表したものです。 

業務活動収支は業務収入が業務支出を上回っているため、8億8,391万1千円の黒字（資

金流入）となっています。 

 

２ 投資活動収支〔△4億5,788万4千円：前年度比＋5,285万2千円〕 

投資活動収支は、道路や学校等公共施設の整備に使った支出（有形固定資産の取得）

や、その財源となる国県からの補助金や基金取崩、資産売却といった収入を計上してい

ます。投資活動収支は4億5,788万4千円の不足が発生しており、その不足額は業務活動で

得た資金（いわゆる一般財源）及び地方債発行等、財務活動で得た資金により賄われて

いることが分かります。 

 

３ 財務活動収支〔△4億7,464万7千円：前年度比＋9,782万5千円〕 

財務活動収支は、地方債の元金の償還など財務的な支出と、投資活動の財源となる地
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方債発行収入等を計上しています。 

財務活動収支は4億7,464万7千円の赤字となっています。これは、地方債の償還支出が

新規地方債発行収入を上回っているためです。不足額については、業務収入により賄わ

れています。 

 

４ 本年度末資金残高〔1億3,126万5千円：前年度比△4,862万円〕 

令和4年度末に1億7,988万5千円であった歳計現金（資金）は、4,862万円減少し、令和

5年度末では1億3,126万5千円となっています。これは、投資活動収支及び財務活動収支

の赤字が業務活動収支の黒字を上回ったことによるものです。 

 

 ５ 本年度末現金預金残高〔1億4,972万2千円：前年度比△4,387万6千円〕 

本年度末資金残高に本年度末歳計外現金残高を加えたものが本年度末現金預金残高で、

令和5年度末で1億4,972万2千円となっています。歳計外現金が前年度より474万4千円増

加し、歳計現金が4,862万円減少したため、現金預金残高は前年度に比べ4,387万6千円減

少しています。これは、貸借対照表の資産の部の流動資産「現金預金」の金額と一致し

ます。 
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Ⅲ 福崎町全体の財務書類 

福崎町の令和５年度決算に基づく全体の財務書類４表については、「統一的な基準による

地方公会計マニュアル」に基づき作成しています。 

１．作成の基本的前提 

１ 連結対象会計等の範囲【㊖P26 連結対象法人等明細書（全体）】 

一般会計等 

一般会計 

公営企業会計 

水道事業会計 

工業用水道事業会計 

下水道事業会計 

特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

２ 作成の基準日 

令和5年度末（令和6年3月31日）を作成の基準日としています。 

なお、出納整理期間（令和6年4月1日～令和6年5月31日）がある会計の出納については、

基準日までに終了したものとして処理しています。 

３ 減価償却 

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

 イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   なお、一部の連結対象団体においては、原則取得単価としています。 

(2)有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物    6 年～50年 

  工作物   3 年～60年 
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  物品    4 年～11年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

 

４ 連結の方法 

福崎町全体（連結）の財務書類は、連結対象の範囲となる会計の個々の行政サービス

実施主体を一つの行政サービス実施主体とみなして作成しています。 

作成にあたっては、まず連結対象会計等の範囲を決定し、それぞれの会計の個別財務

書類を作成することが必要です。ただし、それらの個別財務書類は、基本的にそれぞれ

の会計基準等に基づき作成されているため、そのままの科目や金額で連結財務書類に当

てはめることが適当でない場合があります。 

そこで、まず、連結財務書類の科目に揃えるために、それぞれの個別財務書類の表示

科目などの読替を行い、統一的な基準による地方公会計財務書類に修正をしていきます。

次に、連結する会計間での取引（補助金・負担金・出資金）は、連結の範囲となる連結

対象団体（会計）をひとつの行政サービスの実施主体とみなして連結財務書類を作成す

ることから、原則すべての取引（内部取引）を相殺消去し、連結しています。 

 

２．福崎町全体の貸借対照表の説明【㊖P27 貸借対照表 (全体)】 

１ 資産合計      663億   9,269万円 （前年度比△9億6,776万5千円） 

有形固定資産     618億3,679万4千円 （前年度比△6億7,406万8千円） 

投資その他の資産   13億  752万6千円 （前年度比△3,733万9千円） 

流動資産          32億   4,837万円 （前年度比△2億5,635万8千円） 

福崎町全体において保有する資産は663億9,269万円です。前年度に比べ9億6,776万5千円

減少しています。 

有形固定資産は618億3,679万4千円で、前年度に比べ6億7,406万8千円減少しているのは、

大型事業の完了等による増加資産の減少及び減価償却累計額の増加が主な要因です。 

投資その他の資産は13億752万6千円です。前年度に比べ3,733万9千円減少しています。

投資その他の資産のうち長期延滞債権は、国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、介護

保険料が計上されたため1億294万3千円となっています。長期滞納債権の回収が進んだため、

前年度に比べ124万5千円減少しています。基金は、10億4,680万6千円となっています。前

年度に比べ3,453万7千円減少しているのは、一般会計等の基金が1,123万2千円増加、下水

道事業会計の基金が4,576万9千円減少したのが主な要因です。 

流動資産は32億4,837万円です。前年度に比べ2億5,635万8千円減少しています。流動資

産のうち現金預金は、一般会計等の現金預金と連結する会計の現金預金など合わせて15億

7,173万9千円となっています。未収金は1億2,964万3千円となっており、前年度に比べ6,648

万4千円増加しています。基金は財政調整基金が一般会計等、国民健康保険事業、介護保険

事業、さらに減債基金が一般会計等に計上されたため、14億965万9千円となっています。

前年度に比べ2億9,178万3千円減少しています。 

 

２ 負債合計   216億   3,975万円（前年度比△6億4,955万5千円） 

固定負債    194億3,990万9千円（前年度比△6億8,938万8千円） 

流動負債     21億9,984万1千円（前年度比＋3,983万3千円） 
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福崎町の全体において保有する負債合計は、216億3,975万円です。前年度に比べ6億4,955

万5千円減少しています。負債のうち固定負債は194億3,990万9千円で、前年度に比べ6億

8,938万8千円減少しているのは、一般会計等の地方債が4億3,354万2千円減少、下水道事業

会計の地方債が2億8,735万4千円減少したことが主な要因です。流動負債は21億9,984万2

千円で、前年度に比べ3,983万3千円増加しているのは、1年内償還予定地方債等が3,190万7

千円減少した一方で、未払金が5,236万8千円増加したことが主な要因です。 

 

３ 純資産の部（資産合計－負債合計） 

純資産合計  447億5,294万円（前年度比△3億1,820万円） 

福崎町全体の純資産は447億5,294万円となっています。前年度に比べて3億1,820万円減

少しているのは、資産合計の減少(△9億6,776万5千円)が、負債合計の減少(△6億4,955

万5千円)を上回っていることによるものです。 

 

３．福崎町全体の行政コスト計算書の説明【㊖P29 行政コスト計算書（全体） 

㊖P30 住民1人当たり】 

福崎町全体の純行政コストは116億6,402万6千円となっており、前年度に比べて4,482万9

千円減少しています。一般会計で179万9千円減少、特別会計・企業会計で4,303万円減少し

ています。 

 

４．福崎町全体の純資産変動計算書の説明 

【㊖P31 純資産変動計算書（全体）】 

福崎町全体の純資産は447億5,293万9千円となっており、前年度に比べて3億1,820万円減

少しています。一般会計で1億3,701万3千円減少、特別会計・企業会計で1億8,119万7千円

減少しています。 

 

５．福崎町全体の資金収支計算書の説明【㊖P32 資金収支計算書（全体）】 

福崎町全体の本年度末現金預金残高は15億7,173万9千円となっており、前年度に比べて1

億5,174万1千円減少しています。業務活動収支は11億6,796万5千円の黒字となっています。

補助金等支出が345万5千円減少、その他の支出が5,768万3千円減少、国県等補助金収入が1

億7,584万1千円減少、使用料及び手数料収入が5,316万6千円減少、その他の収入が3億575

万3千円減少したこと等により、前年度に比べて5億6,624万4千円減少しています。投資活

動収支は6億1,806万8千円の赤字となっています。投資及び出資金支出が1億1,960万2千円

増加した一方で、公共施設等整備費支出が1億5,899万1千円減少、基金積立金支出が6,782

万円減少、基金取崩収入が1億9,611万8千円増加したこと等により、前年度に比べて1億

4,872万7千円赤字が減少しています。財務活動収支は7億638万2千円の赤字となっています。

地方債等発行収入が852万3千円増加、地方債等償還支出が1億1,624万9千円減少したこと等

により、前年度に比べて1億2,480万8千円赤字が減少しています。 
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Ⅳ 福崎町連結ベース財務書類 

福崎町の令和５年度決算に基づく福崎町連結ベースの財務書類４表については、「統一的

な基準による地方公会計マニュアル」に基づき作成しています。 

１．作成の基本的前提 

１ 連結対象会計等の範囲【㊖P44 連結対象法人等明細書】 

一般会計等 

 一般会計 

公営企業会計 

水道事業会計 

工業用水道事業会計 

下水道事業会計 

特別会計 

国民健康保険事業特別会計 

後期高齢者医療事業特別会計 

介護保険事業特別会計 

一部事務組合・広域連合 

中播衛生施設事務組合 

くれさか環境事務組合 

中播北部行政事務組合 

姫路福崎斎苑事務組合 

兵庫県後期高齢者医療広域連合 

第三セクター 

㈱もちむぎ食品センター 

２ 作成の基準日 

令和5年度末（令和6年3月31日）を作成の基準日としています。 

なお、出納整理期間（令和6年4月1日～令和6年5月31日）がある会計の出納については、

基準日までに終了したものとして処理しています。 

㈱もちむぎ食品センターについては、第35期決算（令和5年4月1日～令和6年3月31日）

を令和5年度決算として連結財務書類を作成しています。 

３ 減価償却 

(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

 イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 
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② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

  取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

  取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

   なお、一部の連結対象団体においては、原則取得単価としています。 

(2)有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

  建物    6 年～50年 

  工作物   3 年～60年 

  物品    4 年～11年 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

 

４ 連結の方法 

福崎町連結ベースの財務書類は、連結対象の範囲となる会計の個々の行政サービス実

施主体を一つの行政サービス実施主体とみなして作成しています。 

なお、一部事務組合・広域連合は、当該年度の経費負担割合に応じて比例連結をして

います。作成にあたっては、まず連結対象会計等の範囲を決定し、それぞれの会計の個

別財務書類を作成することが必要です。ただし、それらの個別財務書類は、基本的にそ

れぞれの会計基準等に基づき作成されているため、そのままの科目や金額で連結財務書

類に当てはめることが適当でない場合があります。 

そこで、まず、連結財務書類の科目に揃えるために、それぞれの個別財務書類の表示

科目などの読替を行い、統一的な基準による地方公会計財務書類に修正をしていきます。

次に、連結する会計間での取引（補助金・負担金・出資金・委託料など）は、連結の範

囲となる連結対象団体（会計）をひとつの行政サービスの実施主体とみなして連結財務

書類を作成することから、原則すべての取引（内部取引）を相殺消去し、連結していま

す。 
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２．福崎町の連結ベース貸借対照表の説明【㊖P45 貸借対照表（連結）】 

１ 資産の部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福崎町の連結の資産合計は676億9,524万8千円であり、前年度に比べて9億206万3千円減少

しています。減少の主な要因は、固定資産が前年度に比べ6億4,925万円減少、流動資産が前

年度に比べ2億337万円減少したことによるものです。 
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連結の有形固定資産を行政目的別でみると、「生活インフラ・国土保全」が391億3,213万3

千円と最も多く、有形固定資産全体の62.4％を占めています。次に多いのが「教育」で101

億9,367万4千円となっており、有形固定資産全体の16.2％を占めています。 
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福崎町の連結の投資その他の資産合計は14億1,137万7千円であり、前年度に比べて4,944

万3千円減少しています。減少の主な要因は、一般会計等の基金が1,123万2千円増加、下水道

事業会計の基金が4,576万9千円減少、くれさか環境事務組合の基金が1,406万8千円減少した

のが主な要因です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福崎町の流動資産合計は35億3,572万6千円であり、前年度に比べて2億337万円減少してい

ます。減少の主な要因は、未収金が6,767万6千円増加、水道事業の現金預金が7,428万7千円

増加、水道事業のその他が1億1,960万1千円増加した一方で、下水道事業の現金預金が1億

8,155万円減少、国保健康保険事業の基金が4,689万7千円減少、一般会計等の基金が2億5,870

万円減少したこと等によるものです。 
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２ 負債の部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福崎町の連結の負債合計は216億7,857万1千円であり、前年度に比べて6億3,352万9千円減

少しています。負債のうち固定負債は194億6,078万1千円で、前年度に比べて6億7,598万6千

円減少、流動負債は22億1,779万円で、前年度に比べて4,245万7千円増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結の地方債（固定負債と流動負債の合計）は、201億9,949万6千円で、前年度に比べて6

億9,749万8千円減少しています。 
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３ 純資産の部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結の純資産合計は460億1,667万7千円となっており、前年度に比べて2億6,853万4千円減

少しています。住民１人当たりでは2,462,365円となっています。 

 

３．福崎町の連結行政コスト計算書の説明 

【㊖P47 行政コスト計算書（連結） ㊖P48 住民1人当たり 】 
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連結の純行政コストは139億6,135万1千円となっています。兵庫県後期高齢者医療広域連合

会計の保険給付費の増加等により前年度に比べて1億9,874万1千円増加しています。住民１人

当たりでは747,075円となっています。 

 

４．福崎町の連結純資産変動計算書の説明  

【㊖P49 純資産変動計算書（連結）】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結の純資産は、460億1,667万7千円となっており、前年度に比べて2億6,853万4千円減少

しています。住民１人当たりの純資産は、一般会計等で1,693,274円、全体で2,394,742円、

連結で2,462,365円となっています。 
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５．福崎町の連結の資金収支計算書の説明 

【㊖P50 資金収支計算書（連結）】 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結の業務活動収支は12億1,367万7千円の黒字となっており、その他の収入の減等により

前年度に比べて5億3,099万3千円黒字が減少しています。 

連結の投資活動収支は6億6,989万2千円の赤字となっており、前年度に比べて公共施設等整

備費支出が1億5,130万6千円減少、投資及び出資金支出が1億1,960万2千円増加、基金取崩収

入が1億9,842万5千円増加しています。 

連結の財務活動収支は6億9,812万3千円の赤字となっており、前年度に比べて地方債等償還

支出が1億1,676万円減少、地方債等発行収入が1,695万8千円減少しています。 

連結の本年度現金預金残高は17億3,239万4千円となっており、業務活動収支の黒字が減少

したこと等により、前年度に比べて1億4,574万6千円減少しています。 

住民１人当たりの本年度末現金預金残高は、連結で92,701円となっています。 
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Ⅴ 指標による分析 

歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成されたストック（資

産）が歳入の何年分に相当するかを示す指標となります。この比率（年数）が多いほどスト

ック（資産）形成が進んでいることを表します。 

● 資産合計 ÷ 歳入総額  

【一般会計等】4.7年  429億8,264万3千円 ÷  91億   5,384万円 

【全  体】  4.8年  663億   9,269万円 ÷ 138億1,696万3千円 

【連  結】 4.2年  685億9,731万1千円 ÷ 163億  8,012万円  

 

有形固定資産減価償却率(資産老朽化比率) 

有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合を算

定することにより、耐用年数に対し、償却資産の取得からどの程度経過しているのかを示す

指標となります。比率が高いほど老朽化が進んでいることを表します。 

●比 率＝減価償却累計額÷(有形固定資産合計-土地等の非償却資産＋減価償却累計額) 

【一般会計等】 

有形資産の名称 

有形固定資産合計-

土地等の非償却資

産＋減価償却累計

額Ａ   (千円) 

減価償却累計額 

Ｂ    (千円) 

資産老朽化比率 

(Ｂ/Ａ) 

事業用資産   22,254,743 13,691,512 61.5% 

インフラ資産 37,708,447 25,894,227 68.7% 

有形固定資産合計 59,963,190 39,585,739 66.0% 

・福崎町の一般会計等では、有形固定資産全体で66.0%となっています。 

 

将来世代負担比率 

社会資本形成を表す有形・無形固定資産のうち、地方債による形成割合を算定することに

より、将来返済しなければならない、今後の世代の負担割合を示す指標となります。 

この比率が低いほど将来世代の負担が少ないと言えます。 

●比 率＝（ 地方債残高(特例地方債を除く) ÷ 有形・無形固定資産合計 ）×100  

【一般会計等】15.9%      62億4,873万8千円 ÷ 392億3,668万9千円 × 100 

【全   体】26.1%     161億3,502万6千円 ÷ 618億3,679万4千円 × 100 

【連   結】25.7%    161億4,513万5千円 ÷ 627億4,814万5千円 × 100 

福崎町【一般会計等】は、15.9%となっており、前年度より0.1ポイント減少しています。 
 

純資産比率 

この比率は資産のうち償還義務のない純資産の割合を示す指標であり、企業会計における

自己資本比率に相当するものです。この比率が高いほど負債の割合が低く、将来世代の負担

が低いといえますが、世代間負担の公平を図るためには、この負担のバランスにも留意する

ことが必要となります。 
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●比 率 ＝（ 純資産合計 ÷ 資産合計 ） × 100  

【一般会計等】73.6%   316億4,390万2千円 ÷ 429億8,264万3千円 × 100 

【全   体】67.4%   447億  5,294万円 ÷ 663億   9,269万円 × 100 

【連   結】68.0%   460億1,667万7千円 ÷ 676億9,524万8千円 × 100 

福崎町【一般会計等】は、73.6%となっており、前年度より0.7ポイント増加しています。 

 

受益者負担比率 

行政コスト計算書における経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益の経常費

用に対する割合を算定することにより、行政サービスに係る受益者の負担割合を示す指標と

なります。 

●比 率＝（  経常収益  ÷ 経常費用 ）  ×100  

【一般会計等】 4.2%   3億4,388万2千円 ÷  82億5,787万7千円 × 100 

【全   体】 8.4%   10億6,958万4千円 ÷ 127億3,469万5千円 × 100 

【連   結】 8.3%   12億5,801万6千円 ÷ 152億1,978万8千円 × 100 

福崎町【一般会計等】は、4.2%となっており、前年度より0.3ポイント減少しています。 

 

基礎的財政収支(プライマリーバランス) 

地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債等発行収入を除いた歳入のバランスを示す

指標となり、当該バランスが均衡している場合には、経済成長率が長期金利を下回らない限

り経済規模に対する地方債等の比率は増加せず、持続可能な財政運営が実現できていると捉

えることができます。 

●基礎的財政収支＝（ 業務活動収支(支払利息支出を除く)＋投資活動収支(基金分除く)   

【一般会計等】  1億4,862万2千円    8億5,397万4千円 ＋ △7億  535万2千円 

【全   体】  1億3,355万8千円   10億3,217万7千円 ＋ △8億 9,861万9千円 

【連   結】  1億6,649万8千円   10億7,785万4千円 ＋ △9億 1,135万6千円 

福崎町【一般会計等】は、前年度の黒字(2億6,461万円)から1億1,598万8千円減少し、1億

4,862万2千円の黒字となっています。 

 

債務償還可能年数 

当該年度のストック情報である実質債務(将来負担額－充当可能基金残高)が当該年度のフ

ローの業務活動収支の黒字分を償還財源とする場合にその何年分あるか示す指標です。 

●債務償還可能年数＝ ( 将来負担額－充当可能基金残高 )÷(業務収入等－業務支出)  

※将来負担額及び充当可能基金残高については、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定式による。

業務収入及び業務支出は資金収支計算書による。 

【一般会計等】  15.2年    134億5,197万8千円÷8億8,391万1千円  

福崎町【一般会計等】の償還年数は15.2年となっています。 
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